
都道府県コード 080004

平成 年度27

茨城県 事業計画



１．今年度に都道府県及び市町村が実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

２．消費者行政予算及び今年度の支出等額 （単位：千円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

３．消費生活相談員養成事業

人

人日

人

人日

※「支出等」には、地方消費者行政活性化基金の取崩しを含む。

都道府県予算

管内市町村予算総額

事業計画【総括表】

8,607                   

64,397                 

平成 27 年度 茨城県

事業名（事業メニュー）

-                               

合計

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

636                            

-                         ２.消費生活相談員養成事業

市町村

-                               

7,971                         

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

-                               

2,621                         29,984                       

７.消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

都道府県

255,782                                                         

89,808                       

7,838                         7,838                   

-                               -                         

-                         

5,623                   2,109                         

119,070               29,262                       

381,704                                                         

16,058                       

32,605                 

3,514                         

消費者行政予算総額

125,922                                                         

-                               

合計

①参加者総数

法人募集型

119,070                                                         

管内全体の研修参加

31%

③実地研修受入自治体

実施形態

②年間研修総日数

②年間研修総日数

③参加自治体

119,070                                                         

31%

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合

自治体参加型

支出等額

0.311943286

４.消費生活相談体制整備事業

うち、先駆的事業

①参加者総数

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業

48,339                       

31%



１．都道府県が実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

事業概要 27年度
本予算

14,519 - 

300 

都道府県実施事業分

事業名（事業メニュー）

4,469 

400 

300 

2,000 

6,500 

- 

対象経費事業経費

交付金等対象経費

26年度
補正予算

基金

講師謝金、講師旅費、資料印刷費、通信費等

放射性物質検査機器のメンテナンス費用等

550 

7,886 事業者指導員、消費者教育推進員の配置等

770 

14,743 合計 39,017 

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡
充）※被災４県のみ

1,339 

1,338 

621 

789 

470 

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開
催）

相談員を対象とした専門分野別研修会、事例検
討会等の開催

⑧消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参
加支援）

相談員等の研修会への参加支援

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

11,824 

事業者指導体制の強化 1,156 352 

14,475 10,006 
講師謝金、講師旅費、啓発用消耗品・印刷費、通信費、
広告費、委託料等

別表１

⑨消費生活相談体制整備事業

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業
市町村支援員の配置
弁護士等と連携した法的助言、専門相談体制の
整備

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト
等）※被災４県のみ

市販食品等の試買検査及び学校給食等の放射
性物質検査の実施

636 636 

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）※被災４県のみ

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

市町村支援員による市町村巡回指導等の実施 931 531 

旅費、負担金、教材費等

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

専門相談用消耗品、市町村支援員旅費、レンタカー使
用料等

事業者指導員・消費者教育啓発員等の報酬、共済費、
報償、交通費等

市町村支援員の報酬、共済費、報償、交通費等
市町村助言に係る弁護士等の手数料

調査旅費、弁護士手数料等

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

消費者教育、啓発による消費者被害の未然防止
食の安全安心の確保、水産物等の風評被害の払
拭等



２．都道府県が実施する推進事業及び活性化事業の詳細

なし

事業者指導員（2名）、消費者教育啓発員（1名），主任相談員（3名）を配置する。

なし

事業者指導専門職員（4名）を配置し、事業者に対する監視、指導体制を強化する。

なし

市町村支援員を配置し、市町村相からの電話相談、巡回指導等により市町村相談体制を支援する。

相談員が随時弁護士から相談を受けられる体制の整備、弁護士・建築士と連携した専門相談、市町村支援員の配置等により市町村を支援する。

一般・若者を対象とした出前講座の実施

年齢等に応じた消費者教育講師の派遣、消費者教育啓発講座の開催、ラジオによる消費者への啓発、消費者被防止キャンペーンの開催等により消費
者の問題解決力を高める。

消費生活相談員の配置。

学校給食用食材、市販食品等の放射性物質検査を実施し、食の安全心を確保する。

なし

国民生活センターの研修参加を支援。

相談員、市町村支援員の資質向上を図るため、国民生活センター等の研修参加回数を増加させる。

（既存）

（強化）

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）※被災４県のみ

（強化）

（強化）

（既存）

なし

（強化）

（強化）

基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

相談員の専門知識、相談対応能力向上を図るため、専門分野別研修、事例検討会等を開催する。

⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開
催）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡
充）※被災４県のみ

（既存）

（強化）

（既存）

（既存）

⑧消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参
加支援）

（既存）

（既存）

（強化）

事業名

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト
等）※被災４県のみ

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組） （強化）

⑨消費生活相談体制整備事業
（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（強化）

（強化）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（都道府県分。該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（都道府県分。該当する場合に記載） ５．市町村の基礎的な取組に対する支援事業

人 人時間／年 人 人時間／年

人 人

人 千円 人 千円

６．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

3        

対象人員数計

有

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

3        

対象人員数
（報酬引上げ）

前年度における首長表明の有無

4,176  

前年度における雇止めの有無 無

年間実地研修受入総日

3        

法人募集型

追加的総費用

追加的総業務量（総時間）

人

人日人日

追加的総業務量（総時間）

9        

参加者数

対象人員数計 追加的総費用

4,176  

年間研修総日数

研修参加・受入要望

対象人員数
（報酬引上げ）

6        

実施形態

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

3        

実地研修受入人数人

自治体参加型



１．管内の市町村が実施する推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：千円）

合計 134,715 57,538 32,270 - 

食品等の放射性物質検査の実施（検査専任人件費），
通話録音機等

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

- - - - 

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

常総市，北茨城市，取手市，守谷市，かすみがうら市，
桜川市，つくばみらい市，美浦村

16,527 3,482 76 - 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

- - - 

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

- - - - 

消費者教育（出前講座等）・啓発の充実強化，食の安全
安心の確保，農産物等の風評被害の払拭等

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

水戸市，結城市，高萩市，守谷市，筑西市，神栖市 1,684 890 794 - 消費者団体等への支援及び連携・協働等

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

水戸市，日立市，土浦市，古河市，石岡市，結城市，
龍ヶ崎市，下妻市，常総市，常陸太田市，高萩市，北茨
城市，笠間市，取手市，牛久市，つくば市，ひたちなか
市，鹿嶋市，潮来市，守谷市，常陸大宮市，那珂市，筑
西市，坂東市，稲敷市，かすみがうら市，桜川市，神栖
市，行方市，鉾田市，つくばみらい市，小美玉市，茨城
町，大洗町，城里町，東海村，大子町，美浦村，阿見
町，河内町，八千代町，五霞町，境町

43,864 26,221 16,876 - 

相談員の研修会等への参加支援等

⑧消費生活相談体制整備事業

 水戸市，日立市，古河市，石岡市，結城市，下妻市，
常総市，高萩市，北茨城市，取手市，牛久市，つくば
市，鹿嶋市，守谷市，那珂市，筑西市，坂東市，稲敷
市，かすみがうら市，桜川市，神栖市，鉾田市，つくばみ
らい市，小美玉市，茨城町，大洗町，城里町，東海村，
大子町，美浦村，阿見町，河内町，八千代町，五霞町，
境町，利根町

60,611 18,033 11,951 - 拡充強化した相談員の人件費等

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

日立市，土浦市，古河市，石岡市，結城市，下妻市，常
総市，常陸太田市，高萩市，北茨城市，取手市，牛久
市，ひたちなか市，鹿嶋市，守谷市，筑西市，坂東市，
稲敷市，かすみがうら市，桜川市，神栖市，行方市，鉾
田市，つくばみらい市，小美玉市，茨城町，大洗町，城
里町，東海村，大子町，美浦村，阿見町，河内町，八千
代町，利根町

4,055 1,969 1,545 - 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） - - - - 

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援） - - - - 

食品等の放射性物質検査の実施（校正費用等）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

- - - - 

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

土浦市，古河市，結城市，龍ヶ崎市，下妻市，常陸太田
市，北茨城市，笠間市，取手市，鹿嶋市，潮来市，守谷
市，常陸大宮市，筑西市，稲敷市，かすみがうら市，桜
川市，つくばみらい市，小美玉市，大洗町，大子町，美
浦村

6,018 6,015 - - 

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

日立市，土浦市，結城市，取手市，坂東市，桜川市，つ
くばみらい市，小美玉市

1,275 593 682 - 弁護士等と連携した専門相談等への対応強化等

概要27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

潮来市，大洗町，城里町，大子町 681 335 346 - 

別表２ 管内市町村実施事業分

事業名（事業メニュー） 実施市町村 事業経費

交付金等対象経費計



２．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（管内市町村分合計。該当する場合に記載）

３．消費生活相談体制整備事業（管内市町村分合計。該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円57      60,202    

対象人員数
（報酬引上げ）

10      

対象人員数計 追加的総費用

対象人員数
（勤務時間，日数等の拡

大）
追加的総業務量（総時間）

47      39,343  

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



１．今年度の推進事業支出予定額 ２．今年度の基金取崩し予定額

　 　

３．消費者行政予算について（１）

119,070          千円156,937          

165,974           167,262           

千円

千円

千円

千円

44,800             

30,440            千円

千円 -238              千円 -                   238                

264,049          千円76,828            

千円

-37,402           

-37,275           

-                    

195,898          

-37,867          

千円

千円

千円

-592               

千円 255,782           

-1,288             

千円

千円

-1,880             134,608           

千円

32,028             千円

千円

-                    

千円

千円

千円

千円 125,922           

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

66,537             

238                 

千円

257,662           

163,324           

381,704          

別表３ 交付金等の管理等

うち都道府県分

うち管内の市町村合計

千円

千円

千円

交付金分

①都道府県の消費者行政予算

千円

64,632             うち交付金等対象外経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費

千円

うち先駆的事業 千円

262,634          

420,986          -39,282          千円

-                    千円

うち都道府県分 -                    千円

千円

平成20年度

64,632             千円

千円 29,262             

前年度 今年度

千円

②管内の市町村の消費者行政予算総額

121,174           千円

185,806          千円

千円

121,174           千円

うち交付金等対象外経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費 千円

千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

千円

対平成20年度

61,290             

-                    千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

-                   千円

対前年度

千円

千円

千円

千円

千円 -238               

-127               

千円

千円

千円

千円

千円

千円

-1,415            千円

-30,440          千円

-                   千円

千円 -27,652           千円

千円

千円

89,808             

千円

千円 27,652             千円

-2,788             

千円

90,400             

96,660             96,787             

千円

うち交付金等対象外経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費

③都道府県全体の消費者行政予算総額

うち交付金等対象の賃料、人件費等

185,806          

119,070           

29,262             

89,808             

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち管内の市町村合計

交付金相当分

2,788              

-                    

-                    千円 千円 千円 千円

うち先駆的事業 千円 -                    千円 千円 千円 -                    千円

うち先駆的事業 千円 -                   千円 -                   千円



４．消費者行政予算について（２）

↓先駆的事業（交付金分）を除く支出割合

％

35.1 ％

23.2

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）（想定）

31                   

千円

165,974           

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定）

④③を含めた交付金等対象外経費

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出割合

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村

千円

％

96,660             

人

23                   

262,634           

千円

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                    人

うち都道府県 人

-                    

うち管内市町村 人

％

％35.1

-                    

千円

千円

31.2 ％

人

人

千円



６．都道府県の消費生活相談員の配置について

７．今年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組

相談員総数

相談員数

相談員数

相談員数

千円

千円

千円

千円

千円

千円

前年度末の基金残高（交付金相当分） 18,981                             

今年度末の予定基金残高（積み増し相当分）

78                                   

513,000                           設置当初の基金残高（交付金相当分）

19,059                             

人

千円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し予定額（交付金相当分）

千円

今年度の基金上積額（積み増し相当分）

-                                     

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

前年度末の基金残高（積み増し相当分）

今年度の基金取崩し予定額（積み増し相当分）

人9            

9            

9            

千円

9            

②研修参加支援

設置当初の基金残高（積み増し相当分）

人

③就労環境の向上

今年度の基金運用収入予定（積み増し相当分）

国セン等への研修参加費を支援

千円

-                                     千円

④その他

処遇改善の取組

○

○

前年度末うち委託等の相談員

①報酬の向上

前年度末

前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

消費生活相談員の配置

相談員数

相談員数

具体的内容

H26.4月～：主任相談員の報酬増（7,500円/月），H27.4月～：主任相談員の報酬増（500円
/月），その他相談員等の報酬増（1,000円/月）

相談員総数

相談員数 人

前年度末

人

人人

５．基金の管理

人

今年度末予定

今年度末予定

今年度末予定

今年度末予定



別添

自治体名 茨城県

○実施要領及び運営要領別添１メニュー６「地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業」

事業の名称 事業区分 事業概要 支出予定額（千円） 関連事業の有無 備考

なし なし

計 0

※メニュー６において実施する500万円以上の事業についてご記入ください。



【事業計画】 別添

１．総括表

交付金対象
経費（千円）

都道府県全体（①＋②＋③） 13,851

　①食品等の放射性物質検査等に係る事業 10,022

　②東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業 0

　③その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業 3,829

都道府県事業（④＋⑤＋⑥） 4,465

　④食品等の放射性物質検査等に係る事業 636

　⑤東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業 0

　⑥その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業 3,829

管内市区町村事業（⑦＋⑧＋⑨） 9,386

　⑦食品等の放射性物質検査等に係る事業 9,386

　⑧東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業 0

　⑨その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業 0

２．都道府県による事業

事業名
事業区分

①
事業区分②
（メニュー注2）

事業概要
交付金対象
経費（千円）

備考

食の安全対策強化事業 1 1 放射性物質検査機器（Ge)を活用し、市販食品等の試買検査を実施する。 463

県水産物販売促進事業 3 6
首都圏量販店で漁業者等によるPRなどを行い、震災による水産物の風評被害
を払拭する。

3,829

学校給食衛生管理強化事業 1 1 学校給食用食材の放射性物質検査を実施する。 173

計 4,465

３．市区町村による事業

事業名
事業区分

①
事業区分②
（メニュー注2）

事業概要
交付金対象
経費（千円）

市区町村名 備考

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 203 土浦市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 346 古河市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 384 結城市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 216 龍ヶ崎市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 220 下妻市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 216 常陸太田市

放射性物質検査事業 1 1,6 専任の検査員を配置し，食品等の放射性物質検査を実施する。 1,839 北茨城市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 182 笠間市

放射性物質検査事業 1 1,6 専任の検査員を配置し，食品等の放射性物質検査を実施する。 1,174 取手市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 173 鹿嶋市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 175 潮来市

放射性物質検査事業 1 1,6 専任の検査員を配置し，食品等の放射性物質検査を実施する。 753 守谷市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 322 常陸大宮市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 130 筑西市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 216 稲敷市

放射性物質検査事業 1 1,6 専任の検査員を配置し（委託），食品等の放射性物質検査を実施する。 1,013 かすみがうら市

放射性物質検査事業 1 1,6 専任の検査員を配置し，食品等の放射性物質検査を実施する。 276 桜川市

放射性物質検査事業 1 1,6 専任の検査員を配置し，食品等の放射性物質検査を実施する。 519 つくばみらい市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 173 小美玉市

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 250 大洗町

放射性物質検査事業 1 1 食品等の放射性物質検査を実施する。 250 大子町

放射性物質検査事業 1 1,6 専任の検査員を配置し（委託），食品等の放射性物質検査を実施する。 356 美浦村

計 9,386

注2　地方消費者行政活性化基金管理運営要領別紙に掲げる事業メニューの番号（以下）を記載。

　　　　１　消費生活相談機能整備・強化事業

　　　　２　消費生活相談員養成事業

　　　　３　消費生活相談員等レベルアップ事業

　　　　４　消費生活相談体制整備事業

　　　　５　市町村の基礎的な取組に対する支援事業

　　　　６　地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

　　　　７　消費者安全法第46条第２項に基づく法定受託事務

平成27年度地方消費者行政活性化交付金（特別会計）による事業（都道府県及び市区町村）

注1食品等の放射性物質検査等に係る事業は「１」、東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業は「２」、その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業は「３」を記載。
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